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主催：国際物流戦略チーム 
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　１４時３０分　開　会　
　　
　　　主催者挨拶　布村 明彦　近畿地方整備局長(国際物流戦略チーム副本部長)

　　　主催者挨拶　島崎 有平　近畿運輸局長　　(国際物流戦略チーム副本部長)

　　第１部　基調講演・報告

　　　基調講演
　　　　　　　「国土形成計画と国際物流」
　　　　　　　　　　小野 憲司　国土交通省国土計画局　計画官
　　　報　告
　　　　報告１「国際物流戦略チームの取り組みについて」
　　　　　　　　　　片桐 正彦　近畿地方整備局副局長(国際物流戦略チーム事務局)

　　　　報告２「海外港湾空港の戦略調査～上海・香港・深 ～」
　　　　　　　　　　林　 克彦　流通科学大学商学部　教授

　　　　報告３「環日本海交流における舞鶴港の可能性」
　　　　　　　　　　三橋 郁雄　(財)環日本海経済研究所　特別研究員

　　　　報告４「地域資源を活かした日高港の活性化に向けて
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～紀州材・大連・日高港」
　　　　　　　　　　吉田 　擴　御坊商工会議所　会頭

　　第２部　総合討論

　　　総合討論
　　　　テーマ「広域連携を通じた国際競争力強化」

　１７時００分　　閉　会　（予定）　　　　　　　　　　　　

プ ロ グ ラ ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

日時：２００７．３．２（金）　１４：３０～１７：００
場所：ハイアット・リージェンシー・オーサカ　リージェンシーボールルーム
主催:国際物流戦略チーム（（社）関西経済連合会、国土交通省）

国際物流フォーラム
　　関西一丸！　～アジアとともに更なる飛躍を～

参-14



1980年京都大学大学院修了。旧運輸省に入省。運輸省運輸政策局環境・海洋課海洋汚染対策室長、大分
県土木建築部港湾課長、アジア開発銀行プロジェクトエンジニア、国土交通省港湾局計画課事業企画官、
国土交通省港湾局計画課企画調査室長などを経て、2005年より現職。

基　調　講　演　　　「国土形成計画と国際物流」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

おの　けんじ

小野　憲司 国土交通省国土計画局　計画官

　　報　告

黒田　勝彦
くろだ　かつひこ

神戸市立工業高等専門学校長

1943年和歌山県出身。65年国立岐阜大学獣医学科卒業。65年(株)吉田養鶏機具製作所専務取締役、84年
同代表取締役に就任、88年ヨシダエルシス(株)に社名変更。79年御坊商工会議所議員、94年同副会頭、
2004年11月より現職。

神戸市立工業高等専門学校長（神戸大学名誉教授）。1966年京都大学工学部土木工学科卒業。68年同大
学大学院工学研究科修士課程土木工学専攻修了。74年同大学助教授（工学部交通土木工学教室）、78年
米国イリノイ大学客員研究員(1年間)、82年オーストラリア国ウーロンゴング大学客員準教授(1年間)、
91年熊本大学教授(工学部土木環境工学科)。93年10月神戸大学教授(工学部建設学科)、2006年3月神戸
大学定年退職、06年4月より現職。

報告者

総合司会

1984年東京工業大学理工学研究科修士課程修了。民間研究所を経て、93年流通科学大学専任講師、95年同
助教授、99年同教授、現在に至る。日本物流学会、日本海運経済学会、日本交通学会会員。

1970年京都大学大学院工学研究科修士課程修了。86年福井県土木部港湾課長、宮城県港湾空港局長、運
輸省第一港湾建設局長、むつ小川原開発(株)常務、(財)国際臨海開発研究センター調査役、(財)環日本海
経済研究所客員研究員、02年より現職。

片桐　正彦
かたぎり　まさひこ

近畿地方整備局　副局長（国際物流戦略チーム事務局）

林　克彦
はやし　かつひこ

流通科学大学商学部　教授

三橋　郁雄
みつはし　いくお

(財)環日本海経済研究所　特別研究員

吉田　擴
よしだ　ひろむ

御坊商工会議所　会頭

参-15



メインテーブル着席者

黒田　勝彦　神戸市立工業高等専門学校長　［戦略チーム 本部員、幹事会座長、WG座長］

上村多恵子 ロジスティクス経営士　［戦略チーム 本部員、WGメンバー］

林　　克彦　 流通科学大学商学部　教授　［戦略チーム 本部員、WGメンバー］

本田　豊　　 立命館大学政策科学部　教授　［WGメンバー］

辻本　勝久　和歌山大学経済学部　助教授　［WGメンバー］

小野　憲司　国土交通省国土計画局　計画官

三橋　郁雄　(財)環日本海経済研究所　特別研究員

吉田 　擴　 御坊商工会議所　会頭

藤原　幸則　(社)関西経済連合会　経済産業本部　地域グループ長　［戦略チーム 幹事会員］

川田　昇　　 兵庫県港運協会　専務理事　［戦略チーム 幹事会員］

小田　眞弘　大阪海運貨物取扱業会　理事長　［戦略チーム 本部員］　　　　　　　　　

上賀　善寛　大阪海運貨物取扱業会　近畿通関（株）　専務取締役　［戦略チーム 幹事会員］

田中　博之　(社)航空貨物運送協会　大阪国際部会　［戦略チーム 幹事会員］

　　　　　　　　 　日本通運(株)大阪航空支店　国際貨物業務課長　

蔭山　清　 　大阪地方通運業連盟　事務局長　［戦略チーム 幹事会員］

井本　隆之　兵庫海運組合　井本商運(株)　代表取締役社長　［戦略チーム 幹事会員］

小松　幹治　近畿倉庫協会連合会　常務理事　［戦略チーム 幹事会員］

田中　保　 　兵庫県倉庫協会　専務理事　［戦略チーム 幹事会員］

宮地　貞雄　近畿冷蔵倉庫協議会　事務局長　［戦略チーム 幹事会員］

畑中　伸浩　関西国際空港(株)　航空営業部　貨物営業企画グループ副部長　［戦略チーム 幹事会員］

布村　明彦　近畿地方整備局長　［戦略チーム 本部員］

島崎　有平　近畿運輸局長　［戦略チーム 本部員］　　　　　　　　　　

内波　謙一　第五管区海上保安本部長　［戦略チーム 本部員］

片桐　正彦　近畿地方整備局　副局長　［戦略チーム事務局］

篠原　正治　近畿地方整備局　港湾空港部長　［戦略チーム 幹事会員］

大山　洋志　近畿運輸局長　交通環境部長　［戦略チーム 幹事会員］
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「国土形成計画と国際物流」 

 

小野 憲司  国土交通省国土計画局 計画官 
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1

　〔　内　容　〕　〔　内　容　〕　

１．国土形成１．国土形成計画計画の概要と意義の概要と意義

２．２．アジアの発展ポテンシャルを生かすアジアの発展ポテンシャルを生かすシームレスアジアシームレスアジア

３．３．課題課題

国土交通省国土計画局国土交通省国土計画局

　小　野　憲　司小　野　憲　司

国土形成計画について

全国計画

○長期的な国土づくりの指針（閣議決定）

○成熟社会型の計画に向け、これまでの全総計画から計画事項等を
拡充・改変

　・景観、環境を含めた国土の質的向上、有効な資源の利用・保全、ストックの活用、海洋利用など
の視点を拡充

広域地方計画

基本とする

国主導から二層の計画体系（分権型の計画づくり）へ
これまでの全国総合開発計画（全総）に代わる新たな「国土形成計画」の策定

根拠法：国土形成計画法（国土総合開発法の抜本改正により平成17年に成立）

全国計画 広域地方計画

国土形成計画の枠組み 策定スケジュール

全国計画策定の１年後
広域地方計画の決定

平成17年９月

検討開始

18年７月
広域地方計画区域

の決定

広域地方
計画協議会

の設置

平成19年中頃
全国計画の決定

国土審議会計画部会

最終報告

１

合

同

協
議
会

合

同

協
議
会

分 科 会

①

②

③

④⑤
⑥

⑦
⑧

① 東北圏　　　⑤ 近畿圏

② 首都圏　　　⑥ 中国圏

③ 北陸圏　　　⑦ 四国圏

④ 中部圏　　　⑧ 九州圏

各府省ヒアリング

自治体からの計画提案

政府原案の作成

パブリック・コメント等

〔広域地方計画区域〕
○国と地方の協働に

よる広域ブロックづ
くり

・ 国、地方公共団体、
経済団体等で広域
地方計画協議会を
組織

・計画の策定に向けて、
同協議会において
各主体が対等な立
場で連携・協力

（注１）北海道及び沖縄県は広
域地方計画の対象外。ただ
し、隣接する広域地方計画
区域には参加することが可
能。

（注２）分科会・合同協議会に
ついて、日本海と太平洋の
両海洋の活用等も含めた構
想や区域にまたがる共通課
題を協議するために設置。

平成18年11月
国土審議会計画部会

中間とりまとめ

計画策定
準備
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2

○　国土審議会計画部会では、平成17年９月の発足以降、国土形成計画（全国計画）の

　　策定に向けた調査審議を進めてきたところ。

○　今回の中間とりまとめは、計画部会におけるこれまでの検討の国土審議会への中間

　　報告としてとりまとめたもの。

計画部会中間とりまとめについて

１） 人口減少が国の衰退につながらない国土づくり

　・人口減少下における初めての国土計画

　・人口減少・高齢化の中でも、高質な公共サービスの提供、

　　生活環境の維持が図られる方策を示す

２） 東アジアの中での各地域の独自性の発揮

　・空間的視野を東アジアまで拡げた初めての計画

　・東アジアの中での地域の個性と魅力、国際機能等を捉え直す

３） 地域づくりに向けた地域力の結集

　・行政のみならず、多様な民間主体を担い手として位置付ける

　・これらの主体が、従来の公の領域に加え、公と私の中間領域

　　で協働することを期待（「新たな公」）

４） 多様で自立的な広域ブロックからなる国土

　・以上を実現するため、広域ブロックを単位とする自立的圏域

　　の形成という国土構造構築の方向性を示す

　・これにより人々の圏域意識の拡大を目指す

経済社会情勢の大転換
○本格的な人口減少社会の到来、

　急速な高齢化の進展

○グローバル化の進展と東アジア

　の経済発展

○情報通信技術の発達

国民の価値観の変化・多様化
○安全・安心、環境や美しさ、文化に

　対する国民意識の高まり

○ライフスタイルの多様化、

　「公」の役割を果たす主体の成長

中間とりまとめの特徴（４つのポイント）
計画策定の背景

　800　 　1000　　 1200　　 1400　　 1600　　1650　　 1700       1750      1800      1850       1900      1950      2000       2050      2100

130 

120

110

100

90

80

70

60

50

40

30

20

10

0

(Million persons)

(西暦)

ピーク人口
2004年

(128 百万人)

2025年推計
(121 百万人)

2050年推計
(101 百万人)

鎌倉幕府
成立
(1192)

7.5 7百万人

鎌倉幕府
成立
(1192)

7.5 7百万人

江戸幕府
成立
(1603)

12.27百万人

江戸幕府
成立
(1603)

12.27百万人

江戸時代
享保の改革

(1716-1740)
31.28百万人

江戸時代
享保の改革

(1716-1740)
31.28百万人

明治維新
(1868)

33.3百万人

明治維新
(1868)

33.3百万人

第二次世界
大戦終戦

(1945)
71.99百万人

第二次世界
大戦終戦

(1945)
71.99百万人

下位推計
46 百万人

上位推計

82 百万人.

中位推計

64 百万人

Source: Prepared by the National and Regional Planning Bureau, Ministry of land Infrastructure and Transport, based upon “national Census of Japan”, “Annual Report on 
Current Population Estimates” by the Ministry of Internal Affairs and Communications, “Overview of Future Trends in Population in Japan”(conducted January 2002) by the 
National Institute of Population and Social security Research, and “Long-term Time Series Analysis on Changes in Population Distribution throughout the Japanese 

11～～55
全総全総

形成

計画

我が国の人口増加の歴史
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GDP成長率
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高度経済成長
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石油ショッ石油ショッ
クク プラザ合意プラザ合意

バブル崩壊バブル崩壊

全総全総 新全総新全総 三全総三全総 四全総四全総 五全総五全総
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我が国の経済発展と国土計画

0

10

20

30

40

50

60

70

1
9
8
8

1
9
8
9

1
9
9
0

1
9
9
1

1
9
9
2

1
9
9
3

1
9
9
4

1
9
9
5

1
9
9
6

1
9
9
7

1
9
9
8

1
9
9
9

2
0
0
0

2
0
0
1

2
0
0
2

2
0
0
3

2
0
0
4

2
0
0
5

(対世界比、％）

(年）

日本からの地域別輸出シェアの推移

対アジア

対北米・西欧

57.6％（北米：36.3％、西欧：21.3％）

29.1%

48.4%

38.9％

（北米：24.0％、西欧：14.8％）

（出典）財務省貿易統計をもとに国土交通省国土計画局作成。

日本の最大の貿易相手国
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4

新しい国土像 ～ 多様な広域ブロックが自立的に発展する国土

広域ブロックの自立促進に向けた支援

　○広域地方計画策定に向けた課題の提示等
　○官民による地域戦略を支え実現するための支援
　　等、国としての支援の枠組みの検討
　○自然的条件等による不利性の大きな地域への後押し

「国としての厚み」
これからの時代にふさわしい国土の均衡あ
る発展

人と国土のあり方の再構築
・人口減少を機に国土のひずみ
　の解消・質の向上等を図るべき
・「日本ブランドの国土」の形成

一極一軸型国土構造の現状
・引き続く東京・太平洋ベルトへ
　の人口・諸機能の集中
・新たな成長戦略の必要性

広域ブロックの重要性の高まり
・欧州中規模国並みの人口等の集積
・東アジアとの直接交流機会の増大
・県境を超える課題の増加

国土をめぐる状況

国土構造構築の方向性

○各広域ブロックが、東アジア各地域との競争・連携
　も視野に入れつつ、地域資源を活かした特色ある
　地域戦略を描き、東京に過度に依存しない自立的な
　圏域を形成

○これらのブロックが相互に交流・連携し合うことで活力ある
　国土を形成

○国土のひずみの解消・質の向上等を図り、安全で美しい
　国土を再構築

○ブロック内では、成長のエンジンとなる都市・産業を強化、
　各地域が多様な地域特性を発揮するとともに、
　生活圏域を形成

０．１　シンガポール８２１　ハンガリー３１１　北陸圏

１．１　北陸圏９２４　シンガポール４０９　四国圏

１．９　四国圏１，０３７　マレーシア４３３　シンガポール

２．７　近畿圏１，０６２　北陸圏４６２　ノルウェー

３．１　ベルギー１，１５５　四国圏５２５　フィンランド

３．２　中国圏１，４７２　ポルトガル５４３　デンマーク

３．６　首都圏１，６１８　フィンランド５６３　北海道

３．９　九州圏１，６８２　北海道７２５　スイス

４．１　スイス２，１１１　デンマーク７６８　中国圏

４．１　中部圏２，２０６　ノルウェー８１９　オーストリア

４．２　オランダ２，４２７　中国圏９０４　スウェーデン

４．３　デンマーク２，５５２　オーストリア１，０１０　ハンガリー

７．４　東北圏３，０１６　スウェーデン１，０４２　ベルギー

８．３　北海道３，０４７　ベルギー１，０４９　ポルトガル

８．４　オーストリア３，２１８　スイス１，２０７　東北圏

９．２　ポルトガル３，５７４　東北圏１，３３５　九州圏

９．３　ハンガリー３，７５１　九州圏１，６３０　オランダ

１０．０　韓国５，１２８　オランダ１，７２２　中部圏

２４．３　イギリス６，０８１　韓国２，０８９　近畿圏

３３．０　マレーシア６，１８０　中部圏２，５３５　マレーシア

３３．８　フィンランド６，８０７　近畿圏４，２３７　首都圏

３７．８　日本１５，８１８　首都圏４，７８２　韓国

３８．５　ノルウェー１８，０７６　イギリス５，９６７　イギリス

４５．０　スウェーデン４２，４２６　日本１２，７７６　日本

面積（万k㎡）国名ＧＤＰ（名目、億米＄）国名人口（万人）国名

面積ＧＤＰ（2003年）人口（2005年）

（出典）国勢調査（2005年）、内閣府「県民経済計算」（2003年）、国土地理院資料（2005年）、世界の統計をもとに国土交通省国土計画局作成。
　　　　なお、各国人口は世界の統計2005年年央推計人口を用い、為替レートは世界の統計2003年為替により換算している。

広域ブロックの人口・ＧＤＰ・面積
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5

新しい国土像の実現のための戦略的取組

グローバル化や人口減少に対応する国土の形成 安全で美しい国土の再構築と継承

　○東アジア諸国との相互依存関係の深まりの

　　中、各分野での交流・連携を強化する。

　○そのためのヒト・モノ・情報の迅速かつ円滑

　　な流れ（シームレスアジア）の実現を目指す。

　○災害リスクの増加、コミュニティの弱体化等

　　が予想される中、すべての人に安全・安心な

　　生活が保障された災害に強いしなやかな国

　　土の形成を図る。

　○行政だけでなく多様な民間主体を地域づくりの

　　担い手と捉え、従来の公の分野に加えて公と

　　私の中間的な領域の活動を拡げるという考え

　　方（「新たな公」）を基軸とした施策展開を図る。

（横断的視点）

（ １） シームレスアジアの実現

（ ２） 持続可能な地域の形成

（ ３） 災害に強いしなやかな国土の形成

（ ４） 美しい国土の管理と継承

（ ５） ｢新たな公｣による地域づくり

　○人口減少局面での持続可能な地域形成に

　　向けて、拡散型都市構造の是正を目指す。

　○各地域が、そこにしかない価値に目を向け、

　　地域資源の活用や人材誘致・交流の促進を

　　図る。

　○国民の環境保全への関心の高まりを捉え、

　　循環と共生を重視した国土管理を進める。

　○アジアの成長に伴う食料・森林資源等の需

　　要の高まりを見越し我が国の自給能力を向上。

 

マレーシア

タイ

台湾

韓国
中国

シンガポール

香港

１９９０    年

電子管等
２２９

：単位 10億円

電子管等
１８９

電子管等
１０７

電子管等
１３９

電子管等
２２９

電子管等
２９

９ ２２２総額　 ,   億円

（１．０）

 

マレーシア

タイ

台湾

韓国中国

シンガポール

香港

２００３    年

半導体等
電子部品

５１２

：単位 10億円

半導体等
電子部品

３２１

半導体等
電子部品

８２

半導体等
電子部品

３７６

半導体等
電子部品

７１５

半導体等
電子部品

１４

半導体等
電子部品

１７６

半導体等
電子部品

３８５

半導体等
電子部品

１２０

半導体等
電子部品

２４８

半導体等
電子部品

６４７

半導体等
電子部品

２７１音響・映像機器
の部分品

３０

音響・映像機器
の部分品

２５２

半導体等
電子部品

２１０半導体等
電子部品

１５２

フィリピン

５ ２５３０総額　 兆    億円

（５．７）

半導体等
電子部品

９６

音響・映像機器
の部分品

１１０

半導体等
電子部品

３６８

音響・映像機器
の部分品

３８５

音響・映像機器
の部分品

２５

音響・映像機器
の部分品

30

５．７   倍

新しい国土像の実現のための戦略的取組

①東アジアネットワーク型の産業構造下に
　 おける我が国産業の強化
　・集積を活かした新産業創出　　・科学技術によるイノベーション
　・ものづくり基盤の強化　等

（ １） シームレスアジアの実現

③シームレスアジアを支える国土基盤の形成

　・東アジア日帰りビジネス圏、貨物翌日配達圏、

　　アジア･ブロードバンド環境の形成

　・広域ブロックゲートウェイの形成

　・アジア諸国での交通･情報通信基盤政策の

　　共有化　等

②東アジアの交流・ 連携の推進
　・都市、環境等東アジア共通の問題
　　解決プラットフォームの構築
　・観光立国による来訪者の増加
　・人材育成･交流ネットワーク　等

○能登半島
（注）

では、　能登空
港を核とした地域全体の連携
により、国際的な観光地へ。

○台湾人宿泊客数が約5,500
人（平成８年）から約15,000人
（平成17年）に増加。
（注）石川県七尾市、輪島市、珠州市、羽咋市、志
賀町、宝達志水町、中能登町、穴水町、能登町

（出典）国土交通省「地域いきいき観光まちづくり-１００-」
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（出所） 経済産業研究所「アジア域内の交流に関する意識調査研究」

東アジア全体からみた海外旅行に行きたい国・地域

ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

北米航路

欧州航路

北米航路

欧州航路

ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

ロシア

モンゴル

韓国

西安

武漢

香港

北京

現在の「東アジア日帰りビジネス圏」

中華人民共和国

「東アジア日帰りビジネス圏」の拡大

大連

ウラジオストク

青島

上海

台北

現在の「東アジア日帰りビジネス
圏」を構成する路線

現在の「貨物翌日配達圏」

現在の「貨物翌日配達圏」を担う
航路

「貨物翌日配達圏」となる
可能性のある圏域

将来の「貨物翌日配達圏」を担う
航路の例

ハルビン

北米航路

欧州航路

北米航路

欧州航路

【東アジア主要国との電子部品交易額の推移】

（出典）国土交通省「新しい国のかたち『二層の広域圏』を支える総合的な交通体系　最終報告」 （平
成17年）

1990年（総額9222億円） 2003年（総額5兆2530億円）

（出典）国土交通省国土計画局作成

（出典）経済産業研究所「アジア域内の交流に関する意識調査研究」

図　東アジア全体からみた海外旅行に行きたい国・地
域
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6

東アジアの日帰り可能路線◆　欧州の日帰り可能路線 ◆　東アジアの日帰り可能路線

（出典）：　OAG時刻表2004年6月
　

東アジアの圏域
（2001）
　人口：18.7億人
　面積：1,316万k㎡
　人口密度：142人/k㎡

欧州※1の圏域
（2001）
人口：4.6億人
面積：436万k㎡
人口密度：106人/k㎡

名古屋‐ソウル
は2005年2月か
ら日帰り可能。

は東アジアと同縮尺にした場合の欧州に相当。

20 （3％）272169 （70％）550141日帰り可能圏域

1619166540797うち旅客データのある路線

人口30万人以
上の都市数※4

都市ペア数都市数
人口30万人以上

の都市数※4

都市ペア数

※3

都市数

※2

東アジア欧州※１

※1　旧EU+2とは2004年以前のEU加盟国15ヶ国とスイス、ノルウェーを指す。
※2　欧州の都市から日帰り可能な欧州以外の都市（日帰り可能圏域：10都市、旅客のある路線8都市）を含む。
※3　欧州の都市にODをもつ欧州以外の都市との日帰り可能な都市ペア（日帰り可能路線：28ペア、旅客データのある路線：19ペア）を含む。
※4　（）内は人口30万人以上の全都市に占める、日帰り可能な航空路線のある都市の割合を示す。

欧州では国際都市間の小型機・高頻度輸送が実施され、人口30万人以下の都市からも、日帰り可能な航空路

線が運航されており、都市間の交流を支えている。我が国では、日帰りできる海外の都市はほとんどない。

（国土交通省政策統括官付政策調整官室資料）

欧州と東アジアの日帰り可能圏の比較

※日本海沿岸諸港：秋田港、酒田港、新潟
港、直江津港、伏木富山港、金沢港、敦賀
港、舞鶴港、境港、浜田港、下関港

その他
15.4%

オランダ, 3.2%

ドイツ, 3.2% タイ
4.6%

シンガポール
4.9%

韓国
10.1%台湾

10.1%

米国
13.7%

全国

香港
9.6%

中国
25.2%

中国・香港
34.8%2004年

2億2,436万トン

日本海沿岸諸港

出典：港湾統計（年報）

その他, 0.4%

台湾, 2.4%
シンガポール, 4.2%

韓国
63.1%

中国・香港
29.9%

中国
26.4%

2004年
440万トン

香港, 3.5%

日本海沿岸諸港の外貨コンテナ貨物の相手国割合
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287
978

409

3,076

7,501

1,183

59

83

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

1994 2004

北部九州 日本海沿岸港 ３大湾 その他港湾

出典：港湾統計（年報）

※グラフ内の％は当該
年でのシェアを示す。

（万トン）

※日本海沿岸諸港：秋田港、酒田港、
新潟港、直江津港、伏木富山港、金
沢港、敦賀港、舞鶴港、境港、浜田港、
下関港

8.2%

1.7%
9.7%

4.1%87.7%

2.4%

3,500万トン

1億100万トン

74.5%

11.7%

H６－H１６の年平均伸び率
日本海沿岸諸港　２１．３％
全国　　　　　　　　 １１．１％

(H6) (H16)

２．９倍

全国

６．９倍

日本海沿岸諸港

対中国・対韓国コンテナ貨物量の推移

※日本海事新聞(2001年1月5日、2006年1月30日）より国土交通省港湾局作成

※日本海沿岸諸港：秋田港、酒田港、新潟
港、直江津港、伏木富山港、金沢港、敦賀
港、舞鶴港、境港、浜田港、下関港

【便／週】

６３．０５０．０合計

０．３１．５その他

０．５１．５ナホトカ

１．３２東南アジア

４７３８韓国

（１）（０）（中国・韓国）

１４７中国

２００６年２００１年航路名

※中国・韓国航路は中国航路の内数。

日本海沿岸諸港の外貨定期コンテナ航路便数
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Source：UNESCAP

近畿

アジアハイウェイの路線計画図

Source：UNESCAP

近畿

アジア鉄道の路線計画図
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国際物流基幹ネットワークの構築

舞鶴港舞鶴港

阪神港

欧米基幹航路欧米基幹航路

アジア近海航路アジア近海航路

敦賀港敦賀港

関空関空

欧州・アジア航空路欧州・アジア航空路

北米航空路北米航空路

日本海航路日本海航路

近畿圏の広域ブロックゲートウェイ
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